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認知症高齢者の増加は，介護保険制度の運用において重要な課題となってきている。しかし，
対策をすすめる上で必要と考えられる，介護を要する認知症高齢者の特徴を示す資料は，十分
に提示されているとはいえない状況である。そこで本研究では，全国から収集された要介護認
定に関わるデータを用いて，特徴を把握した。
分析データは，2001年４月から2003年３月までの24カ月間に全国で要介護認定を受けた高齢

者（以下，要介護高齢者）の年齢，性，要介護度，認知症の有無に関する月別のデータ（延べ
22,074,815名分）である。要介護高齢者の性・年齢別分布の特徴を分析し，次に，要介護高齢
者集団における認知症の特徴に関して性別，年齢階層別，要介護度別の分析を行った。
要介護高齢者の特徴の第１は，71.3％が女性で，このうち75歳以上が56.4％で後期高齢層の

女性の割合が高かった。第２に，男性は，女性に比べ75歳未満の前期高齢者の占める割合が高
かった。第３に，要支援・要介護１の認定を受けた者は４割を超えていた。以上のことから，
要介護高齢者集団の多くを占めているのは，80歳以上の要介護度が低い非認知症の女性である
ことが示された。次に，認知症は，これらの集団の47.6％と，ほぼ半数を占めており，この割
合は，年齢と共に増加する傾向がみられた。認知症の人数は，男性が28.0％，女性が72.0％で
あり，認知症の女性の人数は，男性の2.6倍であった。また認知症の60.1％が75～94歳の高齢
女性であった。ただし，性別にみた認知症の有症割合は，男性が46.5％，女性が48.1％であり，
男女ともに認知症の有症割合は約５割であった。しかし，年齢が高くなる程に認知症は増加し，
かつ，男性は平均寿命が短いため，人数としてみた場合，女性の有症数が男性よりも多くなっ
ていた。
高齢社会の最大の問題である介護の問題は，後期高齢女性における介護問題であることが示

された。すなわち女性は平均寿命が長く，男性よりも要介護高齢者になる可能性が高く，その
分，認知症の要介護者となるリスクも高いことが明らかにされた。このことから，わが国にお
ける介護の問題の解決のためには，女性の高齢期における健康政策を進めることが重要である
と考えられた。

認知症，要介護，高齢者，後期高齢者，介護保険制度

Ⅰ

2005年の65歳以上の高齢者数は，過去最高の
2560万人となった。このうち75歳未満の前期高
齢者人口が1403万人，75歳以上の後期高齢者人
口が1157万人となっている。高齢者人口は2004

年よりも72万人増加し，その内訳は，前期高齢
者が22万人，後期高齢者が50万人であり，後期
高齢者の増加が大きい。また，2006年５月にお
ける最新のデータでは，要介護認定者総数は
443.8万人であり，第１号被保険者数2579.2万
人の17％を占めている1)。要介護認定者におけ
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る認知症高齢者数は2002年９月の推計値による
と，2005年に約170万人，2015年には約250万人
まで増加すると推計されている2)。
介護保険制度の下では，認知症の判断を「認

知症高齢者の日常生活自立度判定基準（以下，
認知症判定基準)3)4)」に基づいて行っている。
この基準に示された「認知症の症状」の定義は，
「広範な器質性脳障害により生じる知的機能低
下を中心症状とする症候群５」」や「認知及び

の低下，ときに問題行動を伴う症候群6)」
としてとらえられ，アルツハイマー病（ ）
や血管性認知症（ ）に用いられる

- 7) や 8)， - Ⅳ
などの判断基準を用いた医学的な診断基準とは
異なっている。このため，医師から や

などの認知症に関わる診断をされていな
くても，前述した判定基準によって認知症と判
定されれば，介護保険制度上は認知症とされ，
介護サービスを受けることができる。
このように介護保険制度における認知症の診

断は，先に述べた認知症判定基準によることを
原則としているため，認知症に関して専門の医
師の診断書の提出は義務づけられていない。こ
のため，厳密には医学的に認知症と診断されな
くても，介護保険制度上は認知症高齢者となり，
認知症の介護サービスを受けることができる。
2002年９月末において，この基準によってラ

ンクⅡ以上となる認知症高齢者は，要介護（要
支援）認定者において大きな割合を占めている。
例えば，要介護（要支援）認定者のうち２人に
１人は，「何らかの介護・支援を必要とする認
知症がある高齢者」（認知症判定基準Ⅱ以上），
およそ４人に１人は，「一定の介護を必要とす
る認知症がある高齢者」（認知症判定基準Ⅲ以
上）であることが示されている9)。
また介護老人福祉施設，介護老人保健施設，

介護療養型病床群の３施設にいる要介護（要支
援）認定者のおよそ８割は認知症判定基準Ⅱ以
上であり10)，６割は認知症判定基準Ⅲ以上であ
るとされている。さらに要介護（要支援）認定
者で認知症判定基準Ⅲ以上のうち，およそ３人
に１人は「運動能力の低下していない者」（い

わゆる「動ける認知症高齢者」）であるとされ
ている9)。
政府は，このような認知症高齢者の増加をか
んがみ，彼らに対する介護をより充実すること
を目的とし，認知症高齢者を中心に置いたシス
テムへの転換をすすめている。例えば，2006年
４月からは，地域密着型サービス（認知症高齢
者グループホーム，小規模多機能型居宅介護な
ど）の創設，認知症の早期診断・早期対応のた
めの主治医に対する研修の強化などといった地
域医療体制の充実など，介護保険制度の下で定
義されている認知症高齢者を標準とした介護保
険システムへと転換がなされつつある11)。
こうした抜本的なシステムの転換に当たって
は，介護を必要とする認知症高齢者の特性を反
映していることが前提となるが，認知症につい
て全国規模のデータを基にした性別年齢階層別，
要介護度別の分析結果は，十分に示されている
状況とはいえない12)。
例えば，女性は平均寿命の差による影響を除
外した上でも認知症の有症割合が高いことが先
行研究において明らかにされている13)が，これ
に関して，大規模データの分析を基に示した資
料は公開されていない。また，県や市町村単位
の資料においても要介護認定を受けた高齢者
（以下，要介護高齢者）における性別，年齢階
層別，要介護度別の認知症の有症割合などは示
されていない状況である14)15)。
そこで本研究では，介護保険制度が定着して
きた2001年４月から2003年３月までの間に全国
から収集された要介護認定に関わる大規模デー
タを用いて，要介護高齢者の特徴の分析ととも
に，特に認知症の有症割合について分析し，こ
れらの認知症高齢者に関して性別，年齢階層別，
要介護度別の分析を行い，わが国における認知
症高齢者の特徴を明らかにすることを目的とし
た。次に，これらの認知症の特徴が明らかにさ
れた後，今後，予定されている認知症を主とし
たシステムの転換において，どのような検討が
必要かを考察することを目的とした。
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Ⅱ

分析データは，2001年４月から2003年３月ま

での24カ月間に全国で要介護認定を受けた高齢
者の年齢，性，要介護度，認知症の有無に関す
る月別のデータ（延べ22,074,815名分）である。
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認知症の有無は，厚生労働省が示した認知症
高齢者の日常生活自立度基準により，認知症判
定基準Ⅱ以上の者の分析を実施した。このⅡ以
上の高齢者は，見守り，助言が必要とされ，
「日常生活に支障を来たすような症状・行動や
意思疎通の困難さが多少見られても，誰かが注
意していれば自立できる」という高齢者である。
本研究でⅡ以上の高齢者を認知症としたのは，

これまで介護保険制度においては，認知症によ
るケアの加算などといった行政上の施策におい
ては，この評価基準がⅡ以上の高齢者を認知症
として算定してきたことによる。
この基準は，Ⅰ～Ｍランクまで存在している

が，Ⅱ以上を認知症の目安とし，例えば，平成
11年「指定居宅サービスなどの事業の人員，設
備及び運営に関する基準について」16)に示され
ているように，介護給付における加算の用件と
して用いられてきた。すなわち行政的には，
「認知症の症状を呈する利用者のみを対象とし
ている」場合に算定される（施設基準第１号ハ
）ものであるが，ここでいう「認知症の症状

を呈する利用者」とは，「「認知症である老人の
日常生活自立度判定基準」17)の活用について」
によるランクがおおむねⅡ以上に該当すると認
められるものを指すことが示されている。行政
は，利用者が当該基準に該当するかどうかを，
事業者の判断に委ねてはいるが，医学的な診断
基準ではなく，基準のⅡ以上の者を認知症と認
定するようにしてきた経緯があり，本研究では，
これに準じた。

年齢階層別，要介護度別，性別に認知症の有
症割合を算出した。このうち年齢階層について
は，65～74歳，75～84歳，85～94歳，95歳以上
の４群の年齢階層に分類した。

Ⅲ

の年齢階層割合をみてみると，75～84歳
が46.3％を占めていた。85～94歳の割合も29.1
％と高く，後期高齢者の割合は77.4％を占めて
いた。
また，要介護高齢者の71.3％が女性であり，
男性よりも約2.5倍であった。75～84歳の女性
の要介護高齢者は，全体の33.8％，さらに85～
94歳も22.6％を占め，要介護高齢者は，高齢の
女性の割合が高い集団であった。
さらに，性別年齢階層割合をみると前期高齢
者が男性で32.8％，女性で18.5％を占め，男性
の方が若い年齢階層の割合が高かった。

の要介護度別割合をみてみると，要介護
１の女性の割合が21.3％と最も高く，次いで要
介護２の女性が11.7％，さらに要支援の女性が
10.7％であり，要介護高齢者は，要介護２まで
の比較的要介護度の低い女性集団によって43.8
％が占められていた。
また，性別全体割合でみると，男女ともに要
介護１の割合が高かった。このうち要介護１の
女性は，女性全体の29.8％を占めており，男性
における要介護１が占める割合（男性全体の
25.8％）よりも高かった。次いで，高い割合を
示したのは，男女ともに要介護２で，男性は
20.4％，女性は16.5％であり，男性の方が女性
よりも高い割合を示していた。男性において次
に高かったのは要介護３で14.3％，女性では要
支援で15.1％であった。このように女性と男性
では，性別全体割合の順位には差があり，女性
より男性の方が要介護度が高い高齢者が占める
割合が大きかった（ ）。
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要介護高齢者に占める認知症有症割合は，
47.6％と高い割合であった（ ）。要介護高
齢者を非認知症と認知症別の男女別の４群に分
類した中で最も大きい割合を示したのは，非認
知症の女性であり，37.0％を占めていた。次に
多かったのは，認知症の女性であり，34.3％で
あった。次いで，非認知症の男性が15.3％，認
知症の男性で13.4％であった。すなわち，認知
症の47.6％の内訳は，男性が13.4％，女性は
34.3％であり，認知症者の実数では，女性が男
性の2.6倍であった。
認知症の有無別に要介護度別の平均年齢を算

出した結果，要介護高齢者の平均年齢は80.4歳
であった（ ）。平均年齢が最も高いのは，
要介護４で81.9歳，最も低いのは，非該当を除
くと要支援の78.9歳であった。認知症群の平均
年齢が81.9歳であるのに対し，非認知症群の平
均年齢は79.1歳と，認知症の方が高かった。
非該当，不明を除くと，非認知症群では，要

介護１の平均年齢が最も高く79.5歳であり，最
も低かったのが要介護５で77.7歳であった。一
方，認知症群で最も平均年齢が高かったのは，
要介護４で82.6歳，最も低かったのは，要支援
の79.6歳であった。
以上のように非認知症群では，要介護５の平

均年齢が最も低く，要支援の平均年齢が高かっ
たが，認知症群は，要介護４の平均年齢が最も
高く，要支援の平均年齢が低いという結果であ
り，認知症の有無によって，要介護度別の平均
年齢には，異なった傾向がみられた。

認知症の有無別性別の４群を，さらに65～74
歳，75～84歳，85～94歳，95歳以上の４群の年
齢階層別に16群に分類した。これらの16群の全
体に対する割合を に示した。これらの16群
の中で最も人数が多い群は，75～84歳の非認知
症の女性で18.8％を占めていた。次いで，同じ
年齢階層の認知症の女性で15.0％，85～94歳の
認知症の女性で13.6％であった。このように認
知症においても非認知症においても75～94歳の
年齢階層の女性の人数が多かった。

に示したように，75歳以上の後期高齢女
性における認知症の割合は，全体の29.9％で
あった。一方，男性においては，全体の9.5％
であった。この結果から，後期高齢者の女性の
認知症は，実数として男性の3.1倍存在してい
ることが示された。
さらに，性別要介護度別に28群に分類した

（ ）。最も多かったのは，「要介護１で非認
知症の女性」で15.9％，次いで「要支援で非認
知症の女性」で9.9％であった。このように上
位２番目までは非認知症で要介護度が低い高齢
の女性であった。しかし，３番目に多かったの
は「要介護５で認知症の女性」で8.3％，４番
目に多かったのは「要介護４で認知症の女性」
で7.3％であった。このように全体割合として
は，上位はいずれも女性であった。男性で多
かったのは「非認知症の要介護１」で，5.5％
を占めていた。

に示したように，認知症の62.8％は後期
高齢女性であった。認知症の有症割合は男性で

46.5％，女性で48.1％であり，
女性の方が男性よりも有症割
合がやや高かった。

に示した年齢階層別に
認知症の有症割合をみると，
男性は65～74歳までが41.3％
であった。一方，女性は33.2
％であり，前期高齢者におい
ては，男性の方が女性よりも
割合が高かった。75～84歳で
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は，男性が46.8％，女性が44.4％と男性の方が
有症割合は高かった。しかし，85～94歳になる
と男性が52.9％で，女性が60.3％と女性の方が
有症割合が高くなっていた。95歳以上では，男
性が62.7％，女性が75.4％となり，年齢階層が
高くなるにしたがって女性の認知症の有症割合
は高くなっていた。このように男性の有症割合
は，84歳までは女性よりも高いが，85歳以上で
は，女性が高くなるという特徴があった（
）。
認知症高齢者のうち72.0％は，女性であった。

このうち要介護５の女性は， で示したよう
に，17.4％で最も高く，次いで要介護４の女性
が15.4％を占めていた。このように認知症は，
要介護度が高い女性において有症割合が高かっ
た。男性も女性と同様に，要介護５が多く，
6.5％を占めていた。次に多かったのも女性と
同様に要介護４で6.1％を占めていた。このよ
うに，男性も女性も要介護度が高くなるほど認
知症の有症割合も高くなっていた。
また， の男性の要支援の有症割合は8.9

％であるのに対し，女性は8.3％，要介護１は，
男性も女性も同じく25.4％，要介護２は，男性
が45.6％に対し，女性が55.3％と女性の方が男
性よりも高く，女性は要介護２で非認知症より
も認知症の有症割合が高くなっていた。要介護
３では，男性が60.7％，女性が70.7％，要介護
４においても男性が73.4％，女性が82.0％，要
介護５でも，男性が83.0％，女性が91.4％と，
同じ要介護度であっても女性の方が有症割合は
高かった。とくに女性の要介護５においては，
認知症が非認知症の10.6倍であり，要介護度が

高くなるほど，有症割合は急激に高くなる傾向
がみられた（ ）。

Ⅳ

厚生労働省が発表した2006年４月のデータで
も，要介護高齢者は，男性よりも女性の方が多
く，約７割が女性と報告され，後期高齢者の女
性割合が59.3％，84歳までの高齢者が21.6％，
そして要介護２までの女性が45.3％となってい
た。この結果は，本研究で示したデータと比べ
ると，若干，女性の方が高い割合を示している
ものの，これは年次の違いと考えられ，同様の
傾向であった12)。
さらに本研究では，要介護高齢者における認
知症高齢者の分布を解析した結果，介護保険制
度において認知症と呼ばれる高齢者の割合は
47.6％で，ほぼ半数を占めていることが明らか
にされた。これは，豊橋市の調査によって示さ
れた49.2％よりも低く14)，東京都が報告した在
宅の要介護高齢者における認知症の割合である
44.3％よりも高かった15)。東京都の認知症の割
合が，本研究のデータよりも，若干低かったの
は，これらのデータに施設入所者が含まれてい
ないことに起因するものと推察され，わが国に
おける認知症の有症割合として，本研究の47.6
％は，妥当な数値であると考えられた。
認知症高齢者の問題は，要介護高齢者の問題
と同様に，75歳以上の後期高齢女性の問題とし
てとらえる視点を持つ必要があることが示唆さ
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れた。これは，認知症高齢者の62.8％が75歳以
上の高齢女性であることからも明らかである。
さらに，年齢が高い要介護高齢女性は認知症で
ある割合が高く，今後も高齢女性の割合が増加
することから，認知症女性の人数はさらに増加
することが予想される。
本研究で示したような認知症の性別年齢階層

別の分析は，これまでほとんど実施されておら
ず，公表された資料は少ないが，女性において
認知症の有症割合が高いことは先行研究によっ
て明らかにされており13)，本研究の結果もこれ
を支持する内容であった。
介護保険制度の主要な利用者は高齢女性であ

り，女性は平均寿命が長いことから，男性より
も介護給付を受ける期間が長くなることが予測
される。しかも，85歳以上の高齢者における認
知症発症リスクも高くなることから，女性の認
知症高齢者の今後の増加が懸念される。した
がって，わが国における介護問題の解決には，
女性の高齢期における早期の認知症予防に関す
る施策の推進が重要であることが示唆された。

2006年の介護保険制度の改正は，要介護度の
悪化を防止するための予防サービスの給付に重
点が置かれたように，制度発足から６年で介護
サービスから予防サービスへという大きな方針
の転換を迎えた。予防サービスは，要介護度の
悪化速度を遅くすることが目的である。した
がって，このサービスの提供による成果は，要
介護度の悪化の防止が達成されたか否かという
ことで判断されることを意味している。ただし，
どの程度の成果があったかを示すためには，予
防サービスを受けない状態の要介護高齢者の経
年的変化に関する標準的な衰退モデルがあらか
じめ示されなければならないなど，多くの問題
を残している。しかし，現在のところ，わが国
では後述するように （日常生活動作）に
関するわずかな研究を除いては，このような要
介護高齢者の認知機能の衰退モデルに関しての
標準化はなされていない。
一般に，介護老人福祉施設などの介護関連施

設に入所している高齢者は，入浴や排泄，食事
などの に何らかの障害がみられ，しかも
それは年齢が高くなるにつれて重篤化すること
が知られている18)。 に関する能力の低下
に関しては，個人差が大きいことが経験的に知
られているが，要介護高齢者における経時的変
化とそれに関連する要因を検討した研究は，国
内ではほとんど見当たらない19)。
ただし，坪井ら20)の３年間の縦断研究では，

１年ごとに彼らの 得点（ 注)総得点）
が低下する傾向を見いだしている。このことは，

が経年的に低下していることを示してい
るが，この他にも，わが国における施設に入所
している要介護高齢者の 能力の変化を記
述した縦断研究は，いくつか報告されてい
る21)22)。
海外では， らがナーシングホー

ム利用者を対象に， 能力の低下は比較的
緩やかである，入所時の認知障害の程度は

障害の程度とは関連するが， 能力の
低下率とは関連しない，年齢と婚姻状態を除き
人口学的属性と 能力の間に関連はなかっ
たことを報告している23)。
以上のように， 能力に関する経年的変

化の検討はわずかにされているものの，年齢や
認知症状の有無が高齢者の 能力の変化に
対して与える影響については，ほとんど議論さ
れてこなかった23)24)。しかも在宅の要介護高齢
者の認知症の推移については，調査が困難であ
ることから，ほとんど実態調査が存在しておら
ず，未だ標準的なモデルは開発されていない。
このことは，今回新設された予防サービスの効
果を示すことが極めて困難なことを意味し，大
きな問題である。今後の課題としては，認知症
高齢者の や （手段的日常生活動
作）ならびに認知機能や問題行動についての経
年的な変化の研究が必要といえる。
注） と は，

（機能的自立度評価法）のことで，日常的にできる

身体能力を評価する方法の１つである。この評価法

の特徴は，「今の体の現状からは，このくらいはでき

るはず」という評価ではなく，「実際にしている」状
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態を評価するところにある。

は，評価する運動項目として，セルフケア６

項目，排泄管理２項目，移乗３項目，移動２項目の

計13項目を，認知項目として，コミュニケーション

２項目，社会的認知３項目の計５項目の合計18項目

から構成される，評価方法として，各項目で，自立

２段階，部分介助３段階，全介助２段階の７段階で

評価することとされている。これに従うと，完全に

自立している人は18項目×７点＝126点となる。

１）社会保険実務研究所．週刊保健衛生ニュース．

2006；1373：21．

２）高齢者介護研究会報告書．2015年の高齢者介護～

高齢者の尊厳を支えるケアの確立に向けて～2003

；74．

３）公衆衛生審議会．障害老人の日常生活自立度（寝

たきり度）判定基準作成検討会報告書．公衆衛生

情報 1992；42-5．

４）厚生労働省．老発第0403003号「「痴呆性老人の日

常生活自立度判定基準」の活用について」の一部

改正について（平成18年４月３日）．2006．

５）西村健．痴呆の診断基準．

1992；30：881-7．

６）

-

1991；48：274-7．

７）

-

1984；34：939-44．

８）

1986；149：698-709．

９）高齢者介護研究会報告書．2015年の高齢者介護～

高齢者の尊厳を支えるケアの確立に向けて～．

2003；72-3．

10）社団法人全国老人保健施設協会編．平成17年版介

護白書～平成17年改正対応版～．東京：ぎょうせ

い，2006；177．

11）厚生労働省．第16回社会保障審議会介護保険部会

資料（2004年８月２日）．2004．

12）厚生労働省．介護給付費実態調査月報平成18年４

月審査分（2006年７月21日）．2006．

13）

1998；51：Ｓ2-17．

14）豊橋市介護保険事業運営委員会．第１回専門部会

資料１（平成17年６月27日）．2005．

15）東京都福祉局．平成12年度東京都保険制度におけ

る痴呆高齢者実態調査．2002．

16）厚生省老人保健福祉局企画課長通知老企第25号．

平成11年９月17日．1999．

17）厚生省老人保健福祉局長通知老健第135号．平成５

年10月26日．1993．

18）

2001；6：92-6．

19）

-

-

2001；56Ａ(5)

：Ｍ292-7．

20）坪井章雄，新井光男，木村明彦．特別養護老人

ホーム利用者の 予後の検討． ジャーナル

1999；33：259-62．

21）進藤伸一．特別養護老人ホーム入所者の日常生活

自立度の５年間の変化．秋田大学医短紀要 2002；

10(2)：165-70．

22）山下一也，飯島献一，小林祥泰．特別養護老人

ホーム入所者の と の１年間の変化．日

本老年医学会雑誌1999；36(10)：7111-4．

23）

-

2002；57Ａ(12)：Ｍ778-

84．

24）

2001；

36：91-111．

30― ―


